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飯能市前金払に関する事務取扱要領

（平成１２年３月１日決裁）

１ 趣 旨

この要領は、飯能市契約規則（平成１２年規則第１号。以下「規則」とい

う。） 第３４条の規定により支払う前払金の事務取扱いについて、必要な

事項を定めるものとする。

２ 前金払の対象

（１） 当分の間、前金払の対象となるものは、契約金額が５００万円以上の公

共工事とし、中間前金払の対象となるものは、前金払をした公共工事のう

ち、工期が６０日を超える建設工事とする。

（２） 部分払をするものにあっては、中間前金払はできないものとする。ただ

し、債務負担行為（継続費も含む。）に係る建設工事については、この限

りでない。

３ 支払限度額

（１） 前払金及び中間前払金の支払限度額の割合は、当分の間、次の表の左欄

に掲げる公共工事の区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる割合とする。

（２） 設計・施工一括発注方式における前払金は、支払限度額を１億円とする。

４ 債務負担行為に係る公共工事の特則

債務負担行為に係る公共工事において前金払及び中間前金払をする場合は、

次の各号に定めるところによる。ただし、国庫補助事業等で国、県等からの

指示又は指導によって前金払及び中間前金払をする場合においては、この限

りでない。

公共工事の区分 前払金の割合 中間前払金の割合

建設工事 契約金額の10分の４以内 契約金額の10分の２以内

設計、調査及び測量 契約金額の10分の３以内
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（１） 建設工事の場合

① 前払金は、各年度の債務負担行為に係る年割額の１０分の４以内の額

を支払うことができるものとする。

② 中間前払金は、中間前金払時における当該年度の工事の出来高等が規

則第３４条第２項各号で定める要件に該当する場合において、当該年度

の債務負担行為に係る年割額の１０分の２以内の額を支払うことができ

るものとする。

③ 中間前払金を支出した後の前払金と中間前払金との合計額が当該年度

の債務負担行為に係る年割額の１０分の６を超えてはならないものとす

る。

（２） 設計、調査及び測量の場合

前払金は、各年度の債務負担行為に係る年割額の１０分の３以内の額を

支払うことができるものとする。

５ 契約変更における支払限度額の割合等

前払金又は中間前払金を支払った後に設計変更その他の理由により契約金

額を増減した場合においては、次の各号に定めるところによる。

（１） 建設工事の場合

① 契約金額を増額した場合においては、既に支払った前払金又は前払金

と中間前払金の合計額に対してそれぞれ変更後の契約金額の１０分の４

又は１０分の６の割合の額が１００分の１２０以上である場合は、それ

ぞれ変更後の契約金額の１０分の４又は１０分の６の割合の額の範囲内

において、既に支払った前払金又は中間前払金に追加して支払うことが

できるものとする。ただし、中間前払金を支払う前払金の追過払につい

ては、当該追過払をせず、中間前払金で変更後の契約金額の１０分の５

の割合の額の範囲内において調整することができるものとする。

② 契約金額を減額した場合においては、既に支払った前払金又は前払金

と中間前払金の合計額が、それぞれ変更後の契約金額の１０分の５又は
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１０分の７の割合の額に達するまでは、３及び４―(１)―③の規定にか

かわらず、これを前払金及び中間前払金として認めるものとする。

③ 前号の場合において、既に支払った前払金又は前払金と中間前払金の

合計額が、それぞれ変更後の契約金額の１０分の５又は１０分の７の割

合の額を超えている場合においては、当該超過額を返還させるものとす

る。ただし、中間前払金を支払う前払金の超過額については、中間前払

金で調整することができるものとする。

（２） 設計、調査及び測量の場合

① 契約金額を増額した場合においては、既に支払った前払金に対して変

更後の契約金額の１０分の３の割合の額が１００分の１２０以上である

場合は、変更後の契約金額の１０分の３の割合の額の範囲内において、

既に支払った前払金に追加して支払うことができるものとする。

② 契約金額を減額した場合においては、既に支払った前払金が変更後の

契約金額の１０分の４の割合の額に達するまでは、３及び４―(２)の規

定にかかわらず、これを前払金として認めるものとする。

③ 前号の場合において、既に支払った前払金が変更後の契約金額の１０

分の４の割合の額を超えている場合においては、当該超過額を返還させ

るものとする。

（３） 追過払及び超過額の返還の特例

前２号の規定にかかわらず、変更後の契約における履行期間の末日まで

の期間が３０日以内の場合においては、当該追過払をせず、又は超過額の

返還を求めないことができるものとする。

６ 支払請求手続

（１） 請負者又は受託者は、前払金の支払を受けようとするときは、前払金請

求書（様式第１号）に保証事業会社の保証証書を添えて請求しなければな

らない。

（２） 請負者又は受託者は、中間前払金の支払を受けようとするときは、中間
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前払金支払認定申請書（様式第２号）に工事履行報告書（様式第３号）を

添えて規則第３４条第２項で規定する要件に該当することの認定を受ける

ための申請をしなければならない。

（３） 前号の規定により認定申請があったときは、事業担当課（所）長は直ち

に当該認定に係る確認調査を行い、その結果妥当と認められる場合は、特

別の事情があるときを除き、当該請求のあった日から遅くとも７日以内に

中間前払金支払認定書（様式第４号）により通知するものとする。この場

合における確認調査は、当該工事の出来高検査は行わないものとする。

（４） 前号の規定により認定を受けた請負者又は受託者は、中間前払金請求書

（様式第５号）に中間前払金支払認定書の写し及び保証事業会社の保証証

書を添えて中間前払金の支払請求をすることができる。

（５） 請負者又は受託者は、前払金等の支払を受けた場合において完成払又は

完了払の支払を受けようとするときは、完成払請求書（様式第６－１号）

又は完了払請求書（様式第６－２号）に工事完成検査調書又は業務完了検

査調書を添えて請求しなければならない。

７ 支払手続

前項の規定により前払金及び中間前払金の支払請求があったときは、当該

請求のあった日から２０日以内に支払うよう手続きをするものとする。

８ 端数整理をする算出方法

（１） 前払金及び中間前払金の額は、契約金額から消費税及び地方消費税相当

分の額を差し引いた額に、この要領で定めるそれぞれの割合を乗じて得た

額の１０万円未満を切り捨てた額に１００分の１１０を乗じて得た額とす

る。

（２） 債務負担行為に係る公共工事の場合においては、前号中「契約金額」と

あるのは「各年度の債務負担行為に係る年割額」と読み替えて準用する。
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９ 契約書記載上の注意事項

（１） 前金払のみ行う場合は、契約書の「前払金」の欄に前払金額を、「その

他特定条件」の欄に「この契約においては、中間前金払及び部分払は行わ

ない。」と記載する。

（２） 中間前金払を行う場合は、契約書の「前払金」の欄に当初支払う予定の

前払金額を、「中間前払金」の欄に支払う予定の中間前払金額を、「その

他特定条件」の欄に「この契約においては、部分払は行わない。」と記載

する。

（３） 前金払及び中間前金払を行わない場合は、契約書の「前払金」及び「中

間前払金」の欄に「なし」と、「その他特定条件」の欄に「この契約にお

いて、前金払、中間前金払及び部分払は行わない。」と記載する。

附 則

この要領は、平成１２年４月１日以後に締結する契約について適用する。

附 則（平成１３年２月１５日決裁）

この要領は、平成１３年４月１日以後に締結する契約について適用する。

附 則（平成２１年３月２７日決裁）

この要領は、平成２１年４月１日以後に締結する契約について適用する。

附 則（平成２４年３月２１日決裁）

この要領は、平成２４年４月１日以後に締結する契約について適用する。

附 則（平成２６年１月６日決裁）

この要領は、平成２６年４月１日以降に締結する契約について適用する。

附 則（平成２７年２月７日決裁）

この要領は、平成２７年４月１日以降に締結する契約について適用する。

附 則（令和５年７月２４日決裁）

この要領は、令和５年１０月１日以降の請求について適用する。

附 則（令和５年１１月１７日決裁）

この要領は、令和６年４月１日以降に締結する契約について適用する。
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（様式第１－１号）

前 払 金 請 求 書

金 円

年 月 日 に契約締結した

工事名

工事場所

の請負代金 円に対し

飯能市建設工事請負契約約款に基づく前払金を上記

のとおり請求いたします。

年 月 日

請求者 住 所

氏 名 印

飯能市長 様

下記の銀行口座に振り込んでください 銀行 支店

名義人（フリガナ）

普・当 ＮＯ．

履行確認・検査
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（様式第１－２号）

前 払 金 請 求 書

金 円

年 月 日 に契約締結した

業務委託名

の委託金額 円に対し

飯能市業務委託契約約款に基づく前払金を上記のと

おり請求いたします。

年 月 日

請求者 住 所

氏 名 印

飯能市長 様

下記の銀行口座に振り込んでください 銀行 支店

名義人（フリガナ）

普・当 ＮＯ．

履行確認・検査
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（様式第２号）

中間前払金支払認定申請書

年 月 日

飯能市長 様

請求者 住 所

氏 名 印

下記の建設工事について中間前払金の支払請求をしたいので、飯能市契約規則第３

４条第２項で定める要件を具備していることを認定していただきたく、別紙工事履行

報告書を添えて申請いたします。

記

工 事 名

工 事 場 所

工 期

年 月 日

年 月 日

請負代金額 金 円

備 考
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（様式第３号）

工 事 履 行 報 告 書

（注）１ 報告は、月報を標準とする。

２ 予定工程は、初回報告時に完成までの予定出来高累計を記入する。

３ 実施工程は、当該報告月までの出来高累計を記入する。

工 事 名

工 期 年 月 日 ～ 年 月 日

作 成 日

月 別 予定工程 ％

（ ）は工程変更後

実施工程 ％ 備 考

年 月 差（ ）

年 月 差（ ）

年 月 差（ ）

年 月 差（ ）

年 月 差（ ）

年 月 差（ ）

年 月 差（ ）

年 月 差（ ）

年 月 差（ ）

年 月 差（ ）

（記載欄）

監督員 現 場

代理人

主任（監理）

技 術 者
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（様式第４号）

中間前払金支払認定書

文 書 番 号

年 月 日

様

飯能市長 氏 名 印

年 月 日付けで中間前払金支払い認定申請のあった下記の工事に

ついて、その進捗状況を確認調査したところ、飯能市契約規則第３４条第２項各号

で定める要件を具備しているので、中間前払金の支払認定をいたします。

記

工 事 名

工 事 場 所

工 期

年 月 日

年 月 日

請 負 代 金 金 円

備 考
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（様式第５号）

中 間 前 払 金 請 求 書

金 円

年 月 日 に契約締結した

工事名

について、 年 月 日に中間前

払金の支払認定を受けたので、その認定書の写を添

えて上記の中間前払金の支払請求をいたします。

年 月 日

請求者 住 所

氏 名 印

飯能市長 様

下記の銀行口座に振り込んでください 銀行 支店

名義人（フリガナ）

普・当 ＮＯ．

履行確認・検査
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（様式第６－１号）

完 成 払 請 求 書

金 円 （うち消費税額） 金 円

年 月 日 に契約締結した

工 事 名

工事場所 について、

上記請求金額(E)を請求します。

年 月 日

登録番号 T

請求者 住 所

氏 名 印

（あて先）飯能市長

右記の銀行口座に振り込んでください 銀行 支店

名義人（フリガナ） 普・当 ＮＯ．

履行確認・検査

請負代金額(A) 金 円 （うち消費税額）金 円

適用

税率

％

対象

前払金額(B) 金 円 （うち消費税額）金 円

中間前払金額(C) 金 円 （うち消費税額）金 円

部分払金額(D) 金 円 （うち消費税額）金 円

請求金額(E)

(E＝A-B-C-D)

金 円 （うち消費税額）金 円
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（様式第６－２号）

完 了 払 請 求 書

金 円 （うち消費税額） 金 円

年 月 日 に契約締結した

委託業務の名称

委託業務の場所 について、

上記請求金額(D)を請求します。

年 月 日

登録番号 T

請求者 住 所

氏 名 印

（あて先）飯能市長

右記の銀行口座に振り込んでください 銀行 支店

名義人（フリガナ） 普・当 ＮＯ．

履行確認・検査

請負代金額(A) 金 円 （うち消費税額）金 円 適用

税率

％

対象

前払金額(B) 金 円 （うち消費税額）金 円

部分払金額(C) 金 円 （うち消費税額）金 円

請求金額(D)

(D＝A-B-C)

金 円 （うち消費税額）金 円


